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研究成果の概要（和文）：　本研究の成果として、「アジア国際私法原則（APPIL 2017）」を作成した。
『APPIL 2017』は、東アジア・東南アジアの10法域の代表から成る起草委員会によって作成された、「財産法・
取引法」分野の共通原則である。「家族法（手続法も含む）」分野については、各国の法内容の相違が大きく、
共通原則の策定には一層時間をかけた慎重な検討が必要であることが判明したため、引き続き、共通原則の策定
に向けた作業を継続することになった。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this research project is to draft the "Asian Principles of 
Private International Law: APPIL (2017)." The APPIL 2017 contains common principles, concerning [1] 
general rules of choice of law, [2] choice of law rules for contracts and torts, [3] international 
jurisdiction rules as well as  recognition and enforcement rules for civil and commercial matters, 
and [4] arbitration rules, which accepted by Asian region.
  The area of family and succession law will be treated in the future research projects. 

研究分野：国際私法

キーワード： 国際私法　アジア　ソフトロー
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１．研究開始当初の背景 
 
 「アジア国際私法原則」の研究（本研究）

は、研究代表者および研究分担者がこれま

で実施してきた、東アジア地域における国

際私法・国際民事手続法の協調・協力体制

に向けた３つの共同研究（①基盤研究（B）

「アジア地域の国際環境問題に対処するた

めの民事的協調体制の構築に向けた研究」

（代表：高杉直）、②基盤研究（B）「東ア

ジアにおける渉外私法に関わる法制度の調

整的整備と相互協力に関する拠点形成研

究」（代表：木棚照一・櫻田嘉章）、③基盤

研究（B）「東アジアにおける国際民商事紛

争解決システムの構築」（代表：中野俊一

郎））の成果を基礎とするものであり、これ

らの研究成果を統合した上で、さらに深

化・発展させるものである。 

 上記の共同研究の過程で、［１］一定分野

に関して、少なくとも東アジア地域におけ

る共通の国際私法原則を認識・策定する環

境が十分に整っていること、［２］学術研究

では、日韓・日中等の二国間の「厳格な規

則」を追究するよりも、むしろ一層広い多

数国間の「場」を設定した上で、共通の「原

則」に関する研究を行う方が、一層生産的

な議論ができ、社会的にも有益な研究成果

を期待できること、が判明した。 

 そこで、本研究では、対象範囲をアジア

地域に拡大した上で、各国の国際私法に関

する詳細な比較研究を行い、アジア地域に

おける国際私法の共通原則（「アジア国際私

法原則」）の認識・策定を行う。 

 欧州や米州では、当該地域に一定範囲で

妥当する国際私法の共通規則が作成されて

おり、共通規則の研究が活溌になされてい

る。これに対して、アジア地域における国

際私法の共通規則・原則に関する先行研究

は見あたらない。地域統合の深度や経済・

政治・歴史・言語その他の同質性の水準が、

これら相違点の原因とも考えられるが、他

方で、法的拘束力の強い共通規則ではなく、

共通の「原則」であれば、認識・策定が可

能であると考えられる。その証左の１つと

して、「ユニドロワ契約原則」などを挙げる

ことができる。国ごとに法内容の大きく異

なる実質法の分野でさえ、共通「原則」の

策定という手法を用いることで、一定の成

功を収めている。 

 アジアの現状を前提とすれば、欧州・米

州と比べ、実質法の統合の範囲・深度は当

面小さいままであろう。だからこそ、実質

法の相違を前提とした上で、国際私法生活

の安全を図る国際私法の統一へ向けた試み

が強く要請される。特に、日本にとって、

家族法分野で実務上重要なのはアジア諸国

との関係であり、財産・取引法分野におい

ても、アジア諸国との関係が今後益々重要

になると考えられる。 

 
２．研究の目的 
 
 本研究は、アジア地域における国際私法

の共通原則（すなわち「アジア国際私法原

則 (APPIL: Asian Principles of Private 

International Law)」）を明らかにすること、

仮にそのような共通原則が存在しないこと

が明らかとなった場合には、共通原則とし

て受け入れ可能な原則を策定すること、を

最終目的とする。この研究過程において、

「アジア国際私法原則」の認識・策定を行

うために必要とされる「場」としての「ア

ジア国際私法研究者ネットワーク」および

「アジア国際私法フォーラム」を構築した

上で、アジア諸国の国際私法に関する詳細

な比較研究を行うことも、本研究の目的で

ある。 
 
３．研究の方法 
 
 「アジア国際私法原則（APPIL 2017）」

の完成・公表という研究目標を達成するた

め、わが国の国際私法の主要分野のエキス



パートと目される研究者を、年齢構成等を

も加味しながら組織化した上で、中長期的

学術交流を遂行する意思と能力を有する外

国の研究者を協力者として配置した。多様

な意見を汲み取って慎重に共通原則の認

識・策定を行うため、報告担当者も研究組

織内に限定せず、当該分野に最適の研究者

に協力を依頼する。また、多くの研究者に

「開かれた」形で「議論の場」を提供する

ため、内外で研究集会・国際シンポジウム

を多数開催すると共に、インターネットを

利用して、情報交換および議論を進める。 
 
４．研究成果 
 

 本研究の成果として、「アジア国際私法原

則（APPIL 2017）」を作成した。『APPIL 

2017』は、東アジア・東南アジアの 10 法

域の代表から成る起草委員会によって作成

された、「財産法・取引法」分野の共通原則

である。「家族法（手続法も含む）」分野に

ついても国際研究集会等を通じて一定範囲

まで研究を進めたが、各国の法内容の相違

が大きく、共通原則の策定には一層時間を

かけた慎重な検討が必要であることが判明

した。そこで、引き続き、共通原則の策定

に向けた作業を継続することになった。 

 また、「アジア国際私法原則」の認識・策

定を行うために必要とされる「場」として

の「アジア国際私法研究者ネットワーク」

および「アジア国際私法フォーラム」を構

築することができた。 
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